





































































































































































　　　人　口　区　分   人  口 構  成  比�
年少人口（０歳‐14歳） 　６７２６ 　１５％�
生産年齢人口（15歳‐64歳）  ２７１７９ 　６１％�
老年人口（65歳以上）  １０１６６ 　２３％�













保険業�鉱業� 製造業� 建設業� 不動産業� サービス業��
図２：産業別構成比詳細�
新潟県総合政策部統計課「平成15年版市町村民経済計算」から作成�
4.8 0.1 9.7 8.5 4.7 7.0 2.8 23.9 7.5 21.0�
�
　　　　　　　　  総農家戸数　　　　　　　　　　　　 　商工業事業所数�
　　　　　　　　　  ３７８８ 　　　　　　　   ２４８７�
専業農家戸数　　 兼業農家戸数　　自給用農家戸数　　 その内小規模事業者数�




















　　　　　    産業別構成比�
第１次産業 第２次産業 第３次産業�
































































農業� 2348 2419 10 10.2
林業� 39 0.1
漁業� 32 0.1
鉱業� 151 9267 0.6 39.6
建設業� 4208 18
製造業� 4908 21











































































































































































































































































































































































































































　 制   度   名�
新潟県企業立地�
促進資金貸付金�







































 交 付 条 件�
78
はニューヨーク・シカゴのような大都会で生活したい
とは思っていない。
ヨーロッパの人も大都市に居住することが最高の住
環境を得ることなどとは、誰も思っていない。地方に
居住している人が大都会に対して劣等感を抱くような
意識は消滅している。むしろ逆で、カントリーに生活
できる人こそ、真の豊かさを勝ちとった勝利者・幸福
者と評価されている。
日本においても、十分な自然、清浄な空気、静穏、
広い環境を提供できるカントリーこそ憧憬の念をいだ
かせる時代に入ってきている。その時代の底流での確
実な大きな変化を認識して、新生南魚沼市がさらに発
展することを期待したい。他のエリアが取り組んでい
ないことでも大胆に挑戦してみる姿勢が大切であろう。
〈註〉
（１）一般的にエリア合併のメリットとして次のこと
が挙げられる。第１に旧来の狭小なエリアの境
界を超えた公共施設・公共サービスの利用が可
能になり住民の利便性が向上すること。第２に
より広域的な視点からの土地区画整理事業・住
宅団地建設・工業団地建設など土地利用、公共
施設の形成など、効果的な「地域づくり」が可
能であること。第３に従来狭小なエリアで個別
に実施していた公的業務を集中的に管理してい
く中で、例えば、特別職・職員の抑制による人
件費の合理化、公共工事の効率化等で、大幅な
経費節減が可能で行財政の効率化が図れること。
又情報通信ネットワークによる中心的な役所機
関と複数の地区支所や各家庭・各機関の連結に
よって、空間距離の問題は最小化できると考え
られている。
（２）南魚沼地域は川端康成氏の名作『雪国』の舞台
として有名である。
（３）元来日本経済を支えているのは小規模事業者と
言える。即ち、日本の民営事業所数は約614万。
その内約313万の51％が個人経営の事業所であ
る。そして16.8％が有限会社、0.6％が合名・合
資・相互会社である。
（４）就業先としては南魚沼エリア内以外にも、近郊
の塩沢町・湯沢町・魚沼市・長岡市がある。
（５）完全失業率の点では、ここ数年では東京が５％
代、新潟は４％代で、東京より新潟の方が完全失
業率は低い。
（６）政府も海外からの外国人観光客を倍増（1000万
人）する観光立国という政策方針を出している。
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